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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期
第３四半期
累計期間

第52期
第３四半期
累計期間

第51期
第３四半期
会計期間

第52期
第３四半期
会計期間

第51期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 3,740,7563,425,5591,192,8051,190,8514,893,292

経常利益（千円） 144,488   384,005 53,366 133,229 169,591

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
32,066 237,317△17,645 82,568 32,895

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
    －     － － － －

資本金（千円） －　 －　 2,515,383   2,515,3832,515,383

発行済株式総数（千株） －　 －　 8,930 8,930 8,930

純資産額（千円） －　 －　 11,742,46411,985,11911,712,676

総資産額（千円） －　 －　 13,222,62813,616,34412,963,438

１株当たり純資産額（円） －　 －　 1,442.551,473.671,440.12

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）金額（円）

3.87 29.18 △2.17 10.15 3.99

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円）    8.00    8.00     －     － 16.00

自己資本比率（％） － － 88.8 88.0 90.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
    301,818    578,622 － － 634,979

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,298,8972,732,938 － － △1,662,487

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△252,209△129,448 － － △256,406

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 396,2924,585,6401,403,507

従業員数（人） － －     184     169 178

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第51期及び第52期第３四半期累計期間、第52期第３四半期会計期間及び第51期の潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第51期第３四半期

会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社の利益、利益剰余金等から見て、当社グループの財政

状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものと判断し記載しておりま

せん。
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２【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

３【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 169(79)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比(％)

化粧板部門（千円） 669,684 101.5

電子材料部門（千円） 211,654 107.9

ケミカルアンカー部門（千円） 260,784 110.5

合計（千円） 1,142,123 104.6

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当第３四半期会計期間の商品仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第３四半期会計期間　
（自　平成21年10月１日　
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比(％)

化粧板部門（千円） 54,132 76.1

ケミカルアンカー部門（千円） 18,943 72.1

合計（千円） 73,075 75.1

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当第３四半期会計期間における受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別 受注高（千円）　 前年同四半期比(％) 受注残高（千円） 前年同四半期比(％)

化粧板部門 696,747 95.9 88,937 91.2

電子材料部門 221,031 115.0 14,768 112.9

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．ケミカルアンカー部門については、主として、見込生産方式によっております。
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(4）販売実績

　当第３四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第３四半期会計期間　
（自　平成21年10月１日　　
至　平成21年12月31日）　

前年同四半期比(％)

化粧板部門（千円） 698,676 95.8

電子材料部門（千円） 225,997 112.2

ケミカルアンカー部門(千円） 266,177 101.7

合計(千円） 1,190,851 99.8

　（注）１．前第３四半期会計期間及び当第３四半期会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販

売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

金額（千円）
割合
（％）

金額（千円）
割合
（％）

タキロン株式会社 175,139 14.7 151,959 12.8

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

  当第３四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。　

(1)　業績の状況

  当第３四半期会計期間のわが国経済は、一昨年の秋口以降の世界同時不況の最悪の状況からは抜け出しつつあり、

景気指標の一部に持ち直しの兆しが見え始めたものの、設備投資の大幅な減少、雇用情勢の悪化や個人消費の低迷は

続いており、デフレ懸念も表面化し、景気の先行きについては不透明な状況となっております。

このような環境のもと当社は、化粧板部門では、不燃メラミン化粧板「パニートスリム」及び「パニートスーパー

スリム」は、住宅着工件数が低調という厳しい市場環境が続くなか、デリバリーサービス向上等に努めた結果、リ

フォーム市場を中心に需要が引き続き増加したことにより、販売は増加いたしました。しかしながら、オフィス家具用

高圧メラミン化粧板及び商業施設関連用高圧メラミン化粧板については、企業業績の低迷によりオフィスビルの移転

・リニューアルや商業施設の新設・改装は低調のまま推移しており、販売は減少いたしました。電子材料部門は、在庫

調整が進展し、生産回復の動きがみられ、第３四半期会計期間の３ヶ月間の比較では、当社のプリント基板用フェノー

ル樹脂積層板の販売は前年を上回る実績となりました。ケミカルアンカー部門は、厳しい市場環境にある建築業界の

中でも需要が増加している耐震補強工事の市場に対して、耐震工事向け低騒音カプセル「ＲＳタイプ」に加え新たに

新耐震用カプセル「ＲＴタイプ」の販売を開始した結果、耐震補強工事の市場への販売は増加傾向となりました。

　これらの結果、当第３四半期会計期間の業績といたしましては、売上高1,190百万円（前年同四半期比99.8％）、経常

利益133百万円（前年同四半期比249.7％）、四半期純利益82百万円（前年同四半期は四半期純損失17百万円）となり

ました。

(2)　キャッシュ・フローの状況　

　当第３四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動及び投資活動により、そ

れぞれ113百万円及び2,469百万円増加し、財務活動により64百万円減少したこと等により、前四半期会計期間末に比

べて2,519百万円増加し、当第３四半期会計期間末には4,585百万円となりました。

　当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間において営業活動の結果得られた資金は113百万円（前年同四半期は10百万円の減少）とな

りました。これは、税引前四半期純利益が148百万円（前年同四半期は税引前四半期純損失21百万円）であったこと

と、仕入債務の増加額が135百万円（前年同四半期は86百万円の減少）であったのに対し、売上債権の増加額が126百

万円（前年同四半期比472.1％）であったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間において投資活動の結果得られた資金は2,469百万円（前年同四半期は420百万円の減少）

となりました。これは、投資有価証券の取得による支出が1,127百万円（前年同四半期比49.2％）であったのに対し、

投資有価証券の売却による収入が2,981百万円（前年同四半期比168.9％）であったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第３四半期会計期間において財務活動の結果使用した資金は64百万円（前年同四半期比100.0％）となりまし

た。これは、配当金の支払額が64百万円（前年同四半期比100.0％）であったことによるものであります。

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4)　研究開発活動

　当第３四半期会計期間における研究開発活動の金額は、23百万円であります。

　なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

事業所名　　

(所在地)　
設備内容

投資予定金額
資金調達

方法　

着手及び完了予定年月
完成後の

増加能力　
総額

(百万円)　

既支払額

(百万円)　
着手 完了

本社工場　

（愛知県丹羽郡扶桑町）

メラミン

化粧板

製造設備

　130 　45 自己資金
平成21年

11月

平成22年

10月　
―

(注)　上記金額には、消費税等は含んでおりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,930,000 同左
名古屋証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単元

株式数は1,000株であり

ます。

計 8,930,000 同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日
－ 8,930,000 － 2,515,383 － 2,305,533

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 
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（６）【議決権の状況】

  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 797,000
－

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,111,000 8,111 同上

単元未満株式 普通株式 22,000 － 同上

発行済株式総数 8,930,000 － －

総株主の議決権 － 8,111 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

日本デコラックス株式会

社

愛知県丹羽郡扶桑町大字

柏森字前屋敷10番地
797,000 ― 797,000 8.92

計 － 797,000 ― 797,000 8.92

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 390 401 429 419 469 455 477 490 546

最低（円） 390 401 391 405 427 430 450 476 490

　（注）　最高・最低株価は、名古屋証券取引所（市場第二部）におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20

年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを

受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,585,640 1,403,507

受取手形及び売掛金 1,772,652 1,682,597

有価証券 1,194,629 2,222,676

商品及び製品 259,234 252,959

仕掛品 30,112 30,947

原材料及び貯蔵品 221,329 222,896

その他 107,624 106,022

貸倒引当金 △13,294 △12,619

流動資産合計 8,157,927 5,908,987

固定資産

有形固定資産 ※
 2,736,278

※
 2,786,962

無形固定資産 7,999 7,581

投資その他の資産

投資有価証券 2,227,519 3,652,898

その他 528,294 653,144

貸倒引当金 △41,675 △46,136

投資その他の資産合計 2,714,139 4,259,907

固定資産合計 5,458,417 7,054,451

資産合計 13,616,344 12,963,438

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 927,021 753,072

未払法人税等 170,259 28,699

引当金 21,526 45,185

その他 305,201 226,990

流動負債合計 1,424,008 1,053,948

固定負債

役員退職慰労引当金 207,216 196,813

固定負債合計 207,216 196,813

負債合計 1,631,224 1,250,762

純資産の部

株主資本

資本金 2,515,383 2,515,383

資本剰余金 2,305,533 2,305,533

利益剰余金 7,484,090 7,376,900

自己株式 △365,254 △365,137

株主資本合計 11,939,751 11,832,678

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 45,368 △120,002

評価・換算差額等合計 45,368 △120,002

純資産合計 11,985,119 11,712,676

負債純資産合計 13,616,344 12,963,438

EDINET提出書類

日本デコラックス株式会社(E02407)

四半期報告書

11/21



（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 3,740,756 3,425,559

売上原価 2,633,346 2,156,807

売上総利益 1,107,410 1,268,751

販売費及び一般管理費 ※
 1,078,025

※
 962,155

営業利益 29,385 306,596

営業外収益

受取利息 55,850 64,203

受取配当金 40,023 18,358

その他 27,263 5,591

営業外収益合計 123,136 88,154

営業外費用

支払利息 68 32

売上割引 7,231 8,684

その他 732 2,027

営業外費用合計 8,032 10,744

経常利益 144,488 384,005

特別利益

投資有価証券売却益 180,782 52,233

その他 700 1,772

特別利益合計 181,483 54,006

特別損失

固定資産売却損 1,159 －

固定資産処分損 － 9,000

減損損失 － 8,811

投資有価証券売却損 156,475 356

投資有価証券評価損 90,242 1,654

その他 5,540 2,802

特別損失合計 253,417 22,625

税引前四半期純利益 72,554 415,386

法人税等 40,488 178,068

四半期純利益 32,066 237,317
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 1,192,805 1,190,851

売上原価 827,351 743,480

売上総利益 365,454 447,370

販売費及び一般管理費 ※
 347,809

※
 340,608

営業利益 17,644 106,761

営業外収益

受取利息 23,164 19,303

受取配当金 15,001 8,221

その他 744 2,454

営業外収益合計 38,910 29,979

営業外費用

売上割引 2,698 3,511

その他 489 －

営業外費用合計 3,188 3,511

経常利益 53,366 133,229

特別利益

投資有価証券売却益 111,169 22,909

その他 700 1,644

特別利益合計 111,870 24,553

特別損失

固定資産処分損 － 9,000

投資有価証券売却損 111,150 356

投資有価証券評価損 75,763 －

その他 49 －

特別損失合計 186,963 9,356

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △21,727 148,426

法人税等 △4,081 65,858

四半期純利益又は四半期純損失（△） △17,645 82,568
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 72,554 415,386

減価償却費 219,007 179,052

減損損失 － 8,811

貸倒引当金の増減額（△は減少） 14,200 △3,785

賞与引当金の増減額（△は減少） △25,888 △23,659

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △20,780 10,402

受取利息及び受取配当金 △95,873 △82,562

支払利息 68 32

為替差損益（△は益） △1,407 △19

有形固定資産除却損 725 2,484

有形固定資産売却損益（△は益） 1,159 △97

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △24,307 △51,876

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 90,242 1,654

投資事業組合運用損益（△は益） △533 △804

売上債権の増減額（△は増加） 291,387 △90,054

たな卸資産の増減額（△は増加） △26,070 △3,873

その他の流動資産の増減額（△は増加） △16,498 △19,874

その他の固定資産の増減額（△は増加） △4,143 12,491

仕入債務の増減額（△は減少） △259,475 173,948

未払費用の増減額（△は減少） △35,669 △12,255

未払消費税等の増減額（△は減少） △31,039 7,486

その他の流動負債の増減額（△は減少） 12,176 △3,834

その他 △12,488 △1,920

小計 147,348 517,131

利息及び配当金の受取額 83,548 85,887

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 70,920 △24,396

営業活動によるキャッシュ・フロー 301,818 578,622

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △250,633 △69,412

有形固定資産の売却による収入 5,439 150

無形固定資産の取得による支出 △417 －

投資有価証券の取得による支出 △7,104,593 △2,744,066

投資有価証券の売却による収入 4,297,651 3,377,799

投資有価証券の償還による収入 650,000 2,150,000

投資事業組合の償還・運用による収入 － 4,849

保険積立金の払戻による収入 111,465 20,130

保険積立金の積立による支出 △7,808 △6,511

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,298,897 2,732,938

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △104,269 △117

配当金の支払額 △147,939 △129,331

財務活動によるキャッシュ・フロー △252,209 △129,448

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,042 19

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,246,246 3,182,132

現金及び現金同等物の期首残高 2,642,538 1,403,507

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 396,292

※
 4,585,640
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 たな卸資産の評価方法の変更

　たな卸資産の評価方法について、従来、たな卸資産のうち、商品について

は個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しておりましたが、第１四半期会計期間より、総

平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）に変更しております。この変更は、期間損益の適正化及び事

務処理の迅速化・効率化を図ることを目的として行ったものであります。

　なお、この変更による損益への影響は軽微であります。

 

【表示方法の変更】

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　（四半期損益計算書）

　前第３四半期累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産処分損」は、特別損失

総額の100分の20を超えたため、当第３四半期累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期累計期間

の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産処分損」は815千円であります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前事業年度決算において算定した貸倒

実績率等の合理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しておりま

す。

２．棚卸資産の評価方法 　当第３四半期会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略

し、第２四半期会計期間末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法によ

り算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものにつ

いてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

３．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期

間按分する方法により算出しております。

４．繰延税金資産の回収可能性の判断 　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事

業年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利

用する方法によっております。
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 　

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、4,274,919千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、4,200,924千円であ

ります。

 

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料 288,433千円

賞与引当金繰入額 9,925千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,817千円

給料 255,265千円

賞与引当金繰入額 8,738千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,402千円

前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料 95,226千円

賞与引当金繰入額 9,925千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,465千円

給料 86,817千円

賞与引当金繰入額 8,738千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,468千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定    396,292千円

現金及び現金同等物　    396,292千円

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定 4,585,640千円

現金及び現金同等物　  4,585,640千円
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（株主資本等関係）

　当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月

31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　8,930千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　  797千株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 65,065 8 平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金　

平成21年11月13日

取締役会
普通株式 65,062 8 平成21年９月30日平成21年12月14日利益剰余金

（有価証券関係）

　当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）

　その他有価証券で時価のあるものが、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日

に比べて著しい変動が認められます。

 取得原価（千円）
四半期貸借対照表計上

額（千円）
差額（千円）

(1）株式 325,341 300,219 △25,122

(2）債券 2,998,914  3,100,933 102,019

合計 3,324,256 3,401,153 76,897

　（注）　当第３四半期会計期間末において、有価証券について1,654千円減損処理を行っております。

　　　　　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

　　　　処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認めら

　　　　れた額について減損処理を行っております。　

（持分法損益等）

　関連会社の利益・利益剰余金等から見て、当社グループの財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせな

い程度に重要性が乏しいため記載をしておりません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額     1,473.67円 １株当たり純資産額 1,440.12円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 3.87円 １株当たり四半期純利益金額 29.18円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益（千円）     32,066     237,317

普通株主に帰属しない金額（千円）     ―     ―

普通株式に係る四半期純利益（千円）     32,066     237,317

期中平均株式数（千株） 8,281 8,132

　

前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額         △2.17円 １株当たり四半期純利益金額         10.15円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △17,645 82,568

普通株主に帰属しない金額（千円）     ―     ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
    △17,645     82,568

期中平均株式数（千株） 8,140 8,132

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第３四半期会計期間において、リース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動はありません。

 

２【その他】

平成21年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ)配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・65,062千円

(ロ)１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・８円00銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・平成21年12月14日

　(注)　平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月12日

日本デコラックス株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柴山　昭三　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　 孝　 印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 楠元　 宏　 印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本デコラックス株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第51期事業年度の第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本デコラックス株式会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年10月23日開催の取締役会において、子会社である株式会社太平

洋を平成21年１月１日付けにて吸収合併することを決議し、平成21年１月１日を期日として合併した。

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

日本デコラックス株式会社(E02407)

四半期報告書

20/21



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

日本デコラックス株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柴山　昭三　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 楠元　 宏　 印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本デコラックス株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第52期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本デコラックス株式会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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